
　北海道の畜産業の概要

　　　　　平成29年3月
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Ⅳ　北海道の乳業

　　１　生乳の仕向先　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥   

　　２　乳製品工場の状況　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥   

Ⅴ　その他

　　２　コントラクターの作業受託状況‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥  

Ⅲ　畜産物及び飼料農作物の生産概況

　　１　乳用牛・生乳　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥   
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　　２　肉用牛　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　　 

　　５　飼料作物　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥    

　　１　コントラクターの組織数と経営形態　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥  　 

　　農山漁村の6次産業化‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 

　　４　ＴＭＲセンターの飼料供給状況‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥    

　参考

　　３　ＴＮＲセンターの数と粗飼料の調達状況‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥   

Ⅰ　北海道の概要

　　１　北海道農業等の位置付け　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　

　　３　農業生産法人（農地所有適格法人）　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 　

　　２　新規就農者　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ ‥‥‥‥‥‥‥‥‥　

　　１　農業経営体と販売農家　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　

Ⅱ　農業構造の動向
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資料：内閣府「2014年国民経済計算確報」（2005年基準・93SNA）、北海道「道民経済計算」（平成26年度は速報値（平成28年８月））

注：１ 全国は暦年である。

２ 括弧内の数値は農林水産業のうち、農業の占める割合。

３ 輸入品に課される税・関税、総資本形成に係る消費税を考慮していないため、構成比の合計が100％とならない。

全 国

北海道

0 20 40 60 80 100 （％）
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(2.8)

(1) 道内総生産（名目）の経済活動別構成比

北海道において農林水産業の占める割合は4.0% ／ 5年前に比べて0.2ポイント上昇

北海道農業等の位置付け1

(2) 食品製造業が製造業計に占める割合（平成26年）

全国

15％

85％

北海道

38％

62％

食品製造業

食品製造業以外の製造業

■事業所数

全国

16％

84％

北海道

48％

52％

■従業者数

全国

12％

88％

北海道

33％

67％

■製造品出荷額

資料：経済産業省「工業統計」（平成26年確報）

注：１ 従業者４人以上の事業所が対象

２ 食品製造業＝食料品製造業＋飲料・たばこ・飼料製造業

北海道の概要Ⅰ

製造業計に占める食品製造業の従業者割合は、全国の３倍となっている
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資料：農林水産省「生産農業所得統計」
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農
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(4) 農業産出額の推移

産出額は約１兆円で推移 ／ 全国に占める割合は上昇傾向

■北海道の農業産出額全体の推移

(3) 農業産出額の全国に占める割合（平成26年）

全国に占める割合は13% ／ 畜産の占める割合が５割以上を占める

資料：農林水産省「生産農業所得統計」

注：合計８兆4,279億円は、全国における各地域のシェアに利用する

都道府県計の値であり、全国を推計単位とした「農業総産出額

（全国）」は８兆3,639億円である。

■北海道の部門別構成比

11,110 

(13)

茨城県

4,292 

（５）

鹿児島県

4,263 

（５）

千葉県

4,151 

（５）

宮崎県

3,326 

（４）

その他

57,137 

（68）

北海道

平成26年

全国

８兆4,279億円

(100％)

■上位の都道府県別割合

米

1,105 

（10）

野菜

2,116 

（19）

麦類・豆

類・いも

類・工芸

農作物

1,617 

（15）

その他

耕種

240 

（２）

乳用牛

3,949 

（36）

その他畜産

2,083 

（19）

平成26年

北海道

１兆1,110億円
(100％)

資料：農林水産省「生産農業所得統計」

注：１ その他耕種は、耕種計から米、野菜、麦類、豆類、いも

類及び工芸農作物を差し引いて算出した。

その他畜産は、畜産計から乳用牛を差し引いて算出した。

２ 四捨五入のため合計と内訳の計は一致しない場合がある。
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全国
5,113億円
(100％)

北海道
414億円
(4）

● 鶏卵（7位）

全国
6,412億円
(100％)

北海道
456億円
(7）

●豚（４位）

(5) 北海道の畜産物の全国に占める割合(平成26年）

都府県

全国
6,979億円
(100％)

北海道
3,318億円
(48)

● 生乳（１位）

全国
6,017億円
(100％)

北海道
896億円
(15)

都府県

● 肉用牛（2位）

資料：農林水産省「生産農業所得統計」

注：品目横の（ ）は、全国における品目別の北海道の順位である。

都府県
全国

3,261億円
(100％)

北海道
145億円
(4）

● ブロイラー（5位）

生乳・乳牛の酪農のシェアが全国の約半数を占めている

都府県
全国

1,042億円
(100％)

北海道
631億円
(61)

● 乳牛（１位）

≪畜産物≫

都府県

都府県

－３－



(1) 農業経営体数の状況

農業経営体数は平成1７～２８年の間に2７％減少 ／ 非法人の家族経営体が９割を占める

農業構造の動向Ⅱ

農業経営体と販売農家１

資料：農林水産省「農林業センサス」、「農業構造動態調査」

■農業経営体数の推移

2,886

会社 2,373

303

各種団体

（農協等)

349

293

農事組合法人

248

94

その他の法人

64

0 1,000 2,000 3,000 4,000

27

平成22年

3,576
(18％増加）

3,034

■法人化の内訳

（経営体）

■北海道

農業経営体数 40,714経営体

法人化している

経営体
3,576経営体

(９％)

法人化していない

経営体
37,064経営体

（91％)

地方公共団体・財産区

74経営体（０％）

（経営体）

法人化していない

経営体
1,312,873経営体

(98％)

地方公共団体・財産区

154経営体(０％)

法人化している

経営体
23,525経営体

(２％)

農業経営体数 1,336,552経営体

13,687

10,611

3,135

各種団体

（農協等）

3,720

5,906

農事組合法人

3,801

797

その他の法人

461

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000

27

平成22年 会社

23,525
(27％増加）

18,593

■法人化の内訳

資料：農林水産省「農林業センサス」

■ 農業経営体：農産物の生産を行うか又は委託を受けて農作業を行い、一定の基準を満たす規模の事業を

行う経営体をいう。

■ 家族経営体：農業経営体のうち家族労働を中心に世帯単位で事業を行う経営体で、家族の中に経営の決

定権を持つ者がいる経営体をいい、一戸一法人を含む。

■ 組織経営体：農業経営体のうち家族経営体以外の経営体で、法人（法人格を認められている者が事業を

経営している場合）もしくは法人でない団体をいう。

● 用 語 解 説 ●

55 

47 
42 41 

40 

0

10

20

30

40

50

60

平成17年 22 26 27 28

（概数）

（千経営体）

農
業
経
営
体

△27％

■農業経営体数の内訳（平成27年）

(2) 法人化の状況（平成27年）

■都府県

資料：農林水産省「2015年農林業センサス」

家族経営体

非法人

36,739

(90％)

家族経営体

一戸一法人

1,459

(４％)

組織経営体

法人

2,117

(５％)

組織経営体

非法人

399

(１％)

北海道の農業経営体のうち法人化している経営体は９％で都府県を７ポイント上回る
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(4) 農業経営組織別の販売農家数割合(平成28年)

単一経営は5５％ ／ 稲作、酪農、野菜（露地＋施設）の割合が高い

資料：農林水産省「農林業センサス」、「農業構造動態調査」

38 32 28 28 
27 

3 
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40
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主
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販
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農
家

主
業
農
家

37

△28％

主業農家

(△28％)

38

(3) 販売農家数の推移

販売農家は平成１７～２８年で２８％減少し３万７千戸

■販売農家の主副業別農家数の推移

稲作

(17)

麦類・雑穀・いも類・

豆類・工芸農作物

(５)

露地野菜

(６)

施設野菜

(４)

果樹類

(１)

酪農

(14)

肉用牛

(３)

その他

(５)

複合経営

(45)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成28年

（概数）
販売のあった

農家数

37千戸

単一経営 (55)（主位部門が80％以上の農家）

資料：農林水産省「農業構造動態調査」

注：１ 「複合経営」は主位部門の販売金額が80％未満である。

２ 四捨五入のため合計と内訳の計が一致しない場合がある。

０％

15％

28％

１％

３％

７％

６％

１％

５％

８％

７％

１％

８％

５％

１％

７％

１％

81％

19％

５％

４％

５％

４％

２％

２％

７％

２％

３％

８％

５％

65％

45％

39％

稲作 麦類・雑穀・いも類・豆類・工芸農作物 露地野菜 施設野菜 果樹類 酪農 肉用牛 その他 複合経営

■道央地域（石狩、空知、上川、留萌、胆振、日高）

■道南地域（渡島、檜山、後志）

■十勝、オホーツク地域

■釧路、根室、宗谷地域

稲作、野菜、果樹、酪農と様々な地域

畑作で輪作をしているため複合経営が主の地域

酪農が主の地域

稲作が主の地域

(5) 地域別の農業経営組織別の販売農家数割合（平成27年）

資料：農林水産省「2015年農林業センサス」

注：１ 「複合経営」以外はそれぞれの農産物販売金額が、８割以上の経営体（単一経営という）である。

２ 四捨五入のため合計と内訳の計が一致しない場合がある。

●用語解説●

■ 販売農家 ：経営耕地面積が30ａ以上又は調査期日前

１年間における農産物販売金額が50万円

以上の農家

■ 主業農家 ：販売農家のうち農業所得が主（農家所得

の50％以上が農業所得）で、１年間に60

日以上自営農業に従事している65歳未満

の世帯員がいる農家

■ 準主業農家：販売農家のうち農外所得が主で、１年間

に60日以上自営農業に従事している65歳

未満の世帯員がいる農家

■ 副業的農家：販売農家のうち１年間に60日以上自営農

業に従事している65歳未満の世帯員がい

ない農家
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589人
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309

223 230 204 189

290

312 285
283 274

79
91 88 125 126

0

100

200

300

400

500

600

700

800

平成23年 24 25 26 27

(人

合計

678

603
626

612 589

39

79

10

52

7
1

125

61
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5
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0
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稲作 畑作 野菜 酪農 肉牛 その他

(人）

新
規
学
卒
就
農
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資料：北海道農政部農業経営課「新規就農者実態調査結果の概要」

(1) 新規就農者数の推移

(2) 経営形態別新規就農者数（平成27年）

平成27年の新規就農者は589人で前年に比べ約4％減少

新規学卒就農者の酪農等への参入は126名となっている。(酪農110名、肉牛16名)

新規就農者2

■地域別の新規

就農者数割合

Ｕ
タ
ー
ン
就
農
者

新
規
参
入
者

新
規
学
卒

就
農
者

Ｕ
タ
ー
ン
就
農
者

新
規
参
入
者

(3) 就農時の年齢別就農者数(平成27年)

Ｕターン就農者は35歳未満が約８割 ／ 新規参入者は40歳未満が約７割

199…

37

(14)

23
13

不明

2

■就農時年齢別

Ｕターン就農者数

35歳未満

46歳以上

40～45歳

35～39歳

平成27年

274人

(100％)

19

57

29

11
3 7

■就農時年齢別

新規参入者数

30歳未満

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

平成27年

126人

(100％)

資料：北海道農政部農業経営課「平成27年新規就農者実態調査結果の概要（平成28年9月）」

注：「その他」は、果樹、花き、養鶏、養豚、軽種馬、その他及び不明の合計。

資料：北海道農政部農業経営課「平成27年新規就農者実態調査結果の概要（平成28年9月）」

注：四捨五入のため計と内訳が一致しない場合がある。

注１：各地域は総合振興局及び

振興局の所管区域をいう。

２：四捨五入のため計と内訳

が一致しない。

不明

合計126名
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1,559 
1,794 

2,182 

2,834 2,928 
3,045 

3,181 

0

500

1,000
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2,500

3,000

3,500

平成７年 12 17 25 26 27 28

農業生産法人は右肩上がりで増加 ／ 上位５地域で全体の７割を占める

(2) 組織形態別法人数割合の推移

(1) 農業生産法人数の推移と地域別内訳

■農業生産法人：次の要件をすべて満たす法人

１ 法人の形態は、農事組合法人、合名会社、合資会社、合同会社、株式会社のいずれかであること。

２ 事業については、農業及びこれに関連する事業であること。

３ 構成員（出資者）については、農地の権利を提供した個人や法人の事業に常時従事する者等農業関

係者が中心に組織されていること。

４ 業務執行役員については、その過半数が法人の事業に常時従事し、かつ、農作業に主として従事す

る構成員であること。

なお、農地等の権利を取得できる法人は原則として農業生産法人の要件を満たすものに限られてい

る。

■農事組合法人：農業協同組合法に基づき、農業生産の協業を図ることにより共同の利益を増進することを目的として

設立される法人

■株式会社 ：出資者に対して株式を発行することで設立される会社

■特例有限会社：会社法施行により有限会社が株式会社に統合されたが、引き続き有限会社法の規定を認められる会社

■合資会社 ：無限責任社員と有限責任社員とによって構成される会社

■合名会社 ：無限責任社員だけで構成される会社

■合同会社 ：有限責任社員だけで構成される会社

●用語解説●

農業生産法人（農地所有適格法人）３

(法人）

十勝

(16)

日高

(15)

オホーツク

(15)空知

(13)

上川

(11)

その他

(30)

平成28年
3,181法人
(100％)

6.5

6.7

6.8

7.0

7.2

農事組合法人

7.2

60.5

63.7

67.0

70.0

72.7

特例有限会社

76.5

0.2

0.2

0.2

0.3

0.3

合資会社

0.3

0.2

0.2

0.2

0.1

0.1

合名会社

0.2

29.3

26.4

23.4

20.3

17.6

株式会社

14.0

3.4

2.8

2.4

2.3

2.1

合同会社

1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

28

27

26

25

24

平成23年

株式会社の増加が顕著

資料：北海道農政部農業経営課「北海道の農地所有適格法人の概要」

注：１ 各年１月１日現在

２ 四捨五入のため計と内訳が一致しない場合がある。

■農業生産法人数の推移 ■地域別の農業生産法人数の割合

0 20 40 60 80 100（％）

注： 各地域は総合振興局及び振興局

の所管区域をいう。
資料：北海道農政部農業経営課「北海道の農地所有適格法人の概要」

注：各年１月１日現在

※農業委員会等に関する法律（農業委員会法）及び農地法について、農業の成長産業化を図るため、6次産業化や農地集積・集約化等

の政策を活用する経済主体等が積極的に活動できる環境を整備する観点から、平成28年4月1日から改正法が施行。これに伴い農地を

所有できる法人の呼称について、「農業生産法人」から「農地所有適格法人」に変更。
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41

146

0

50

100

150

200

平成27年 28

合計

185

（法人）

実施なし

141

(76％)

実施 44(24％)

187

(78％)

(22％)

畜産経営が44％で最も多く、次いで米麦作が23％、そ菜が14％

(4) 法人の経営面積(平成28年)

(3) 経営形態別農業生産法人数の割合(平成28年)

法人の総経営面積は全体の16％ ／ １法人当たり経営面積は年々増加

米麦作

733

(23) 

そ菜

449

(14) 

花き

78(３) 

果樹

60(２) 

工芸作物

39(１) 

その他

431(14) 

酪農

605 (19)

軽種馬

443(14) 

肉牛

237(８) 

その他畜産

106(３) 

畜産

1,391

(44) 

平成28年

3,181法人

(100％)

法人

17万９千ha

（16）

■総耕地面積における法人の総経営面積割合

平成28年

（概数）

総耕地面積

114万６千ha

(100％)

50.2 
51.0 

52.5 

54.7 

56.4 

46

48

50

52

54

56

58

平成24年 25 26 27 28

■１法人当たり経営面積の推移
(ha)

(5) 新設法人の状況

関連事業を実施しない新設法人が増加 ／ 30～99ha規模の法人が最も多く35%

46 48

66

25

50 52

66

19

0

10

20

30

40

50

60

70

10ha未満 10～29ha 30～99ha 100ha以上

（法人）

平

成

28

年

資料：北海道農政部農業経営課「北海道の農地所有適格法人の概要」（平成28年１月１日現在）

注：１ 経営形態区分は、粗収益の50％以上の作目による。いずれも50％に満たない場合は「その他」としている。

２ 四捨五入のため計と内訳が一致しない場合がある。

資料：北海道農政部農業経営課「北海道の農地所有適格法人の概要」（平成28年１月１日現在）

注：１ 総耕地面積は農林水産省「耕地及び作付面積統計」と比較している。

２ 総耕地面積及び経営面積には、採草放牧地を含まない。

資料：北海道農政部農業経営課「北海道の農地所有適格法人の概要」

注：１ 各年１月１日現在。

２ 新設法人には、昨年の報告漏れの法人を含む。

３ 関連事業とは農業生産以外の農畜産物等の加工製造・販売や農作業の受託等の事業などをいう。

平

成

27

年

■関連事業実施有無別の新設法人数 ■経営規模別の新設法人数
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0

20

40

60

80

100

120
（％）

１頭当たり生産費

北
海
道

都
府
県

636,705円

853,128円

84 82 82 83 83 82 81 80 79 79 

100 101 105 108 110 113 113 115 119 121 

0

50

100

150

0

20

40

60

80

100

120

140

平成19年 20 21 22 23 24 25 26 27 28

飼養頭数（めす） １戸当たり飼養頭数

（万頭）

（
１
戸
当
た
り
飼
養
頭
数
）

（
飼
養
頭
数
）

（頭）

都府県

平成28年
１万７千戸

(100％)

北海道

６千戸(38)

１ 乳用牛・生乳

342 343 353 357 351 350 360 356 349 355 

38 36 38 36 39 38 33 32 32 32 

46.7 47.4 48.9 49.7 50.5 51.9 51.4 
51.7 52.0 52.5 

0

10

20

30

40

50

60

0

100

200

300

400

500

600

700

平成18年 19 20 21 22 23 24 25 26 27

道外移出量 生乳処理量 全国に占める割合 （％）（万t）

（
生
乳
生
産
量
）

（
全
国
に
占
め
る
割
合
）

合計380 379 391 393 390 387

都府県

平成28年
134万５千頭

(100％)
北海道

78万６千頭

(58)

■飼養頭数（めす）

■飼養頭数の推移

■生乳生産量の推移

■搾乳牛通年換算１頭当たり生産費と労働時間（平成27年度 概数）

資料：農林水産省「牛乳乳製品統計」

注：１ 四捨五入のため合計と内訳の計が一致しない場合がある。

２ 道外移出量は、道外からの移入量を差し引いた量を示している。

資料：農林水産省「畜産物生産費」

注：生産費は全算入生産費である。

全国に占める飼養頭数割合は約６割 ／ １戸当たり飼養頭数は増加傾向

全国に占める割合は増加傾向で、平成22年からは５割以上を占める

都府県と比べ生産費、労働時間ともに約２～３割程度少ない

388

■飼養戸数

393 388 381

資料：農林水産省「畜産統計」

注：各年２月１日現在

0

20

40

60

80

100

120
（％）

１頭当たり労働時間

北
海
道

都
府
県

119.19時間

92.21時間

Ⅱ 畜産物及び飼料農作物の生産概況
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14 16 19 20 21 19 18 18 17 17 

34 
35 35 34 33 34 34 33 34 34 

159 
170 

178 178 179 
189 183 

190 193 197 

0

50

100

150

200

250

0

20

40

60

80

100

平成19年 20 21 22 23 24 25 26 27 28

乳用種 肉用種 １戸当たり飼養頭数

（万頭） （頭）

（
飼
養
頭
数
）

（
１
戸
当
た
り
飼
養
頭
数
）

資料：農林水産省「畜産統計」、「畜産物流通統計」

注：１ 飼養戸数、飼養頭数は、各年２月１日現在

２ 四捨五入のため合計と内訳の計が一致しない場合がある。

合計47

51
51

53 54 54 53 52 51 51

17万１千頭

(33)

34万２千頭

(67)

黒毛和種

16万３千頭

(32)

褐毛和種

３千頭

(１)
その他

５千頭

(１)

ﾎﾙｽﾀｲﾝ種 他

21万頭

(41)

交雑種

13万２千頭

(26)
肉用種

乳用種

平成28年
51万３千頭

(100％)

■北海道の種類別肉用牛頭数割合

都府県

平成28年
５万２千戸

(100％)

北海道

３千戸

(５)

都府県

平成28年
247万９千頭

(100％)

北海道

51万３千頭

(21)

■飼養頭数の推移

■飼養頭数

全国に占める割合は飼養頭数、と畜頭数ともに約２割 ／ 1戸当たり飼養頭数は増加傾向

■飼養戸数

都府県

平成27年
110万１千頭

(100％)

北海道

22万４千頭

(20)

■と畜頭数（成牛）

２ 肉用牛

資料：農林水産省「畜産統計」

注：四捨五入のため合計と内訳の計が一致しない場合がある。
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都府県

平成28年
2,440戸
(100％)

北海道

69戸

(３)

7,787 8,009 7,503 7,637 
6,725 7,086 6,889 6,716 6,786 

84 83 81 
89 

84 
89 

94 93 
98 

0

20

40

60

80

100

120

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

平成18年 19 20 21 23 24 25 26 28

飼養羽数 １戸当たり飼養羽数

（千羽） （千羽）

（
１
戸
当
た
り
飼
養
羽
数
）

（
飼
養
羽
数
）

都府県

平成28年
１億7,334万

９千羽
(100％)

北海道

678万６千羽

(４)

■飼養羽数の推移

■飼養羽数

資料：農林水産省「畜産統計」、「畜産物流通統計」

注：１ 飼養戸数、飼養羽数及び１戸当たり飼養羽数は種鶏を除き、ひなを含めた羽数である。

２ 飼養戸数、飼養羽数は各年２月１日現在

３ 平成22年及び27年は「農林業センサス」実施年のため調査を休止した。

全国に占める飼養羽数、鶏卵生産量は約4％ ／ １戸当たり飼養羽数は、前年に比べ増加

■採卵鶏飼養戸数

都府県

平成27年
252万１千ｔ

(100％)

北海道

10万８千t

(４)

■鶏卵生産量

４ 採卵鶏・鶏卵

３ 豚

52 55 55 57 61 59 61 63 61 

1,616 
1,717 

1,854 
1,977 

2,256 2,228 2,310 

2,545 
2,740 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

0

20

40

60

80

100

平成18年 19 20 21 23 24 25 26 28

飼養頭数 １戸当たり飼養頭数

（万頭）
（頭）

（
１
戸
当
た
り
飼
養
頭
数
）

（
飼
養
頭
数
）

資料：農林水産省「畜産統計」、「畜産物流通統計」

注：１ 飼養戸数、飼養頭数は各年２月１日現在。

２ 平成22年及び27年は「農林業センサス」実施年のため調査を休止した。

都府県

平成28年
931万３千頭

(100％)

北海道

60万８千頭
(７)

都府県

平成27年

1,610万頭

(100％)

北海道

108万3千頭

(７)

都府県

平成28年

4,830戸

(100％)

北海道

222戸

(５)

■飼養頭数の推移

■飼養戸数 ■飼養頭数 ■と畜頭数

全国に占める飼養頭数、と畜頭数は１割未満 ／１戸当たり飼養頭数は増加傾向
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都府県

平成27年産
2,609万２千t

(100％) 北海道

1,805万

３千t
(69)

(1) 牧草

５ 飼料作物

■収穫量

56 56 56 56 55 55 55 55 54 54 

3,410 3,350 3,360 3,280 3,320 3,360 3,290 3,170 3,220 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

0

20

40

60

80

100

平成18年産 19 20 21 22 23 24 25 26 27

作付面積 10a当たり収量（万ha） （kg）

（

ａ
当
た
り
収
量
）

（
作
付
（
栽
培
）
面
積
）

(2) 青刈りとうもろこし

36 38 43 45 47 48 48 50 50 51 

5,070 5,290 5,510

4,850
5,220 5,400 5,530 5,490 5,680 5,610

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

0

10

20

30

40

50

60

70

80

平成18年産 19 20 21 22 23 24 25 26 27

作付面積 10a当たり収量（千ha） （kg）

（

ａ
当
た
り
収
量
）

（
作
付
面
積
）

都府県
平成27年産

482万３千t

(100％)

北海道

287万８千t
(60)

■作付（栽培）面積と10ａ当たり収量の推移

■収穫量

資料：農林水産省「作物統計」

注：飼料作物の収穫量調査は主産県調査であり、３年ごとに全国調査を実施している。平成23年産及び平成26年産については全国を対象に調査を実施した。

全国に占める割合は、作付（栽培）面積、収穫量ともに約７割

全国に占める割合は、作付面積、収穫量ともに５割以上 ／ 作付面積は年々増加

10

都府県

北海道

54万１千ha

(73)

平成27年産

73万８千ha

(100％)

都府県 北海道

５万１千ha

(56)

平成27年産

９万２千ha

(100％)

■作付面積

■作付（栽培）面積

10

資料：農林水産省「作物統計」

■作付面積と10ａ当たり収量の推移

3,340

-12-



(3) 飼料用米

0 3 389 
849 892 

521 
712 

2347 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

平成２０年産 21 22 23 24 25 26 27

（ha）

（
作
付
（
栽
培
）
面
積
）

(4) 稲WCS

58 49 93 

186 
223 248 259 

357 
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50

100
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300

350

400

平成２０年産 21 22 23 24 25 26 27

（ha）

（
作
付
面
積
）

資料：農林水産省「新規需要米等の用途別認定状況の推移」

■作付（栽培）面積の推移

資料：農林水産省「新規需要米等の用途別認定状況の推移」

平成27年度は前年の約3倍に作付が伸びている

作付面積は年々増加している

■作付面積の推移
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１　生乳の仕向先

２　乳製品工場の状況

チーズ

70

バター

28

クリーム

23

アイスクリー

ム

22

脱脂粉乳

15

れん乳

11

全粉乳

6

北海道の乳製品別工場数（平成27年度）

北海道
95

（30.6％）
都府県

215
（69.4％）

乳製品工場数（平成27年度）

Ⅳ 北海道の乳業

88.1%

（3,372万ｔ）

牛乳等向け

15.8%

（55万ｔ）

8.1%
（31万ｔ）

バター・脱脂粉乳
36.7%
（130万ｔ）

2.8%
（11万ｔ）

ｸﾘｰﾑ等向け
33.8%
（120万ｔ）

0.2%
（1万ｔ）

チーズ向け
12.9%
（46万ｔ）

0.8%
（3万ｔ）

その他向け
0.8%
（3万ｔ）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

都府県

北海道

生乳生産量及び用途別処理量（平成27年度）

資料：農林水産省「牛乳乳製品統計調査」

注：「乳製品の生産を行った工場」は、各製品を製造した工場数であり、計と内訳は一致しない。

乳製品工場数

（全国）

310工場

乳製品の生産を

行った工場数

（北海道）

175工場

生乳は、北海道は乳製品向けで8割以上、都府県は約9割が牛乳等向けとなっている

北海道の乳製品工場数は95工場で全国の約3割を占め、チーズ、バター、クリームの生産工場は延べ121工場となって

いる

資料：農林水産省「牛乳乳製品統計調査」
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193
346

417
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515124
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組織数の推移（組織数）

北海道
202
28%

東北
126
18%

関東
111
16%北陸

15
2%

東海
21
3%

近畿
16
2%

中四国
61
9%

九州
160
22%

地域別組織数及び組織割合（平成２８年）

21

39

営農集団 34

21

16

株式会社 17

28

9

有限会社 14

6

14

農事組合法人
12

14

6

農協 9

1

4

公社
3

7

1

合同会社
3

3

10

その他
7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

北海道

都府県

全国

経営形態別割合（平成２８年）

１ コントラクターの組織数と経営形態
・コントラクターの組織数は平成１５年の３１７組織から平成２８年には７１７組織に増

加し、北海道と九州で半数を占める。

・経営形態は都府県では営農集団の割合が最も高いが、北海道では有限会社の割

合が高い。

Ⅴ その他

資料：農林水産省「コントラクターをめぐる情勢」（平成29年2月）四捨五入しているため合計と内訳の計は一致しない場合がある

522
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581

317
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86 

100ha以下
76 

27 

12 

100ha～500ha
14 

17 

1 

500ha～1000ha
3 

41 

1 

1000ha以上
6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

北海

道

都府

県

全国

・１組織当たりの飼料収穫作業受託面積は、北海道では５００ha以上が約６割、１０００
ha以上は約４割となっており、都府県と比べ規模が大きい。

都府県
268

(70%)

147
(39%)

85
(22%)

74
(19%)

7
(2%)

北海道
35

(25%)

39
(28%) 39

(28%)
1

(1%)

37
(26%)

0

50

100

150

200

250

300

350

飼料収穫 堆肥運搬・散布 飼料作付・耕起 稲わら収集 その他

作業受託内容（複数回答）

・北海道では飼料収穫作業、堆肥運搬・散布作業、飼料作付を中心に受託してい

る。稲わら等収集作業の受託は少ない。

２ コントラクターの作業受託状況

うち ５０ha以下 約７０％

資料：農林水産省「コントラクターをめぐる情勢」（平成27年6月）

うち ５００ha以上 約５８％

注）回答数：481組織（北海道67、都府県
414）＊複数回答あり

（組織）

注）回答数：481組織（北海道67、都府県
414）＊複数回答あり

－１６－



7
50 59

都府県
6325

35
51

北海道
74
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組織数の推移

北海道

74
（54%）

東北

10
（7%）

関東

32
（23%）

近畿

1
（1%）

中四国

3
（2%） 九州

17
（12％）

地域別組織数割合（平成２８年）

93

17

粗飼料を自ら生産
53

3

16

国産粗飼料を購入
10

4

67

輸入粗飼料を購入
37

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

北海道

都府県

全国

TMR原料のうち、粗飼料の調達割合（平成26年)

３ ＴＭＲセンターの数と粗飼料の調達状況

・北海道においてはＴＭＲセンターは、平成１５年の２５箇所から平成２８年には７４箇所

に増加した。

・北海道においてＴＭＲ原料のうち粗飼料は９割以上が自家生産となっている。

資料：農林水産省「ＴＭＲセンターをめぐる情勢」（平成28年5月）

（戸）

32

85

110

137

-17-



39.7%

48.4%

500頭以下
44.2%

31.0%

25.8%

500～1000頭
28.3%

29.3%

25.8%

1000頭以上
27.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

北海道

都府県

全国

供給頭数（平成26年）

2.4%

49.1%

5000ｔ以下
28.4%

23.8%

28.3%

5000ｔ～10000ｔ
26.3%

40.5%

11.3%

10000ｔ～20000ｔ
24.2%

33.3%

11.3%

20000ｔ以上
21.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

北海道

都府県

全国

ＴＭＲ供給数量割合（平成26年）

・北海道のＴＭＲセンターの供給先は酪農への供給が大宗を占めている。

４ ＴＭＲセンターの飼料供給状況

都府県
47

10 14 8 6

北海道
44

2
1 2 1

0

20

40

60

80

100

酪農 肉牛（繁殖） 肉牛（肥育） 肉牛（一貫） 乳肉複合

供給先農家の経営数（平成26年）

91

資料：農林水産省「ＴＭＲセンターをめぐる情勢」（平成28年5月）

（戸

71015
12

（注）回答数：９７箇所（北海道４４，都府県５３）※複数

－１８－



(1) 累計認定件数（平成29年２月28日現在）

(2) 対象農林水産物別の認定件数割合

（総合化事業計画）

野菜

28.1

畜産物

28.1豆類

9.6

果樹

8.2

麦類

8.2

そば

5.5

米

4.8

水産物

2.7
林産物

2.1
花き

0.7
その他

2.1

(3) 総合化事業計画の事業内容割合

注：１複数の農林水産物を対象としている計画については、すべてを

カウントしているため、認定件数合計の内訳とはなっていない。

：２四捨五入しているため合計と内訳の計は一致しない場合がある。

加工・直売

55.1
加工

28

加工・直

売・レスト

ラン

11

直売

3.4
レストラン

0.8
輸出

0.8 加工・直

売・輸出

0.8

《参考》 北海道の認定事例

農山漁村の６次産業化の状況

北海道における総合化事業計画の認定件数は１２７件で全国（2,２１６件）の約６%

野菜が2９%で最も多い 加工・直売の2種類を実施する事業者数が５割以上

〈事業者〉

美瑛町農業協同組合（上川郡美瑛町）

〈取組概要〉

◇新技術「ベジタブルアイス・インジェ

クションシステム」（雪状氷を使用し

た野菜鮮度保持システム）によるブロ

ッコリーの鮮度保持を実現し、首都圏

等大消費地までの物流を改善。

◇食クラスターの重点プロジェクトとし

て推進（物流段階における付加価値向

上）将来的には輸出も視野。

◇平成23年には当システムにより関西方

面へ200kgを輸送。

新技術を活用した物流の

改善

〈事業者〉

株式会社岡本農園（河西郡中札内村）

〈取組概要〉

◇自家生産野菜から製造する１次加工品

のピューレを活用して、新たにトマト

ジュース・チーズケーキ、シュークリ

ーム・アイスクリームを開発。

◇新たに商品開発を手がけるにあたり、

菓子職人のノウハウも取り入れるなど

の工夫。

◇平成24年４月からは、トマト、スイー

トコーン、小豆のピューレを活用した

シュークリームの販売を開始。

トマト、スイートコーン、小豆の

ピューレを利用した商品開発・直売

〈事業者〉

有限会社ひだかポーク

（日高郡ひだか町）

〈取組概要〉

◇自社ブランドの「ホエー放牧豚」と

さらに肉質及び旨味の向上を図った

「ホエー放牧熟成豚」を活用した新

商品「バラロースト」等を開発。

◇商品開発には、地元飲食店のニーズ

やノウハウを取り入れ、最終的には

連携する加工会社で製造(委託加工)。

◇認定後、ブロック・スライス肉など

の１次加工品

は、開設した

直売店（ログ

カフェ）で販

売を開始。

ホエー放牧豚を使った新商品の

開発及び販売拡大

注：１ 複数の実施内容を対象としている計画については、

すべてをカウントしているため、認定件数合計の内訳

とはなっていない。

：２ 四捨五入しているため合計と内訳の計は一致しない

場合がある。

（ベジタブルアイス・インジェクションシステム）

六次産業化・地産地消法に基づく事業計画の認定概要

注：認定件数は、農林漁業成長産業化ファンドによる認定件数９件を加え、認定取消の件数11件を差し引いたものである。

参考

うち

農畜産物関係

うち

林産物関係

うち

水産物関係

北海道 127 120 ３ ４

　
総合化事業

計画の認定

件数
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